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１ 基本計画の目的 

長崎市では、現在の市庁舎が抱える課題の解決や市民サービスの更なる向上に向

け、公会堂及び公会堂前公園敷地において建て替えることとしています。 

本基本計画は、今後の新庁舎の設計に向けた具体的な方針等を示すために策定し

たものです。 

 

２ 庁舎建替えの必要性とこれまでの経緯 

現在の市庁舎は、昭和３４年（１９５９年）に本館、議会棟が完成し、築５０年

以上が経過していますが、その間、建物の老朽化が進むとともに、業務のＩＴ化や、

より高度なバリアフリーへの対応など、建設当時は想定できなかった変化もあり、

建物の機能面での課題が指摘されるようになりました。 

そのため、将来の市庁舎の整備に備え、平成３年度より市庁舎建設整備基金を設

置し準備を進めるとともに、平成７年には市議会に特別委員会が設置されるなど検

討に取り組んできました。 

また、近年は予想し得ない地域で大地震が発生し、大地震は「いつ」「どこで」

発生してもおかしくない状況にあるとの認識が広がっていますが、平成２１年度に

現在の市庁舎について地震に対する建物の強度を調べた結果、大規模な地震に耐え

る充分な強度がないことが判明しました。 

地震に対する強度を高める方策として、建物を補強する方法もありますが、それ

には相当な費用がかかり、補強しても建物の寿命そのものを延ばすことはできませ

ん。 

また、現状でも建物が狭く、窓口が分散しているため、市民の皆様から「わかり

にくい」「使いにくい」といった御意見をいただいていますが、このような問題も

補強を行うことでは解消できません。（別紙「市庁舎建替えの必要性について」） 

このような状況の中、平成２３年度、２４年度に設置された市議会特別委員会、

平成２３年度に設置した「長崎市庁舎建替に関する市民懇話会」等における議論や

御意見を踏まえながら、平成２３年２月に市庁舎を建て替えることについて、平成  

２５年１月には建替えの場所を公会堂及び公会堂前公園の敷地とすることについて

決定し、公表を行いました。 

 

主な経緯 

平成 4年3月 市庁舎建設整備基金を設立 

平成 7年度   市庁舎・病院建設特別委員会 

平成21年度  市庁舎の耐震診断を実施 

平成23年2月 市庁舎を建て替えること及びその検討エリア表明 

平成23年度   市庁舎建設特別委員会  市庁舎建替に関する市民懇話会 

平成24年度   市庁舎建設特別委員会 

平成25年1月 市庁舎建替え場所等の公表 
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≪新庁舎建設の検討の流れと基本計画の位置づけ≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

検討段階 庁内検討体制 

市民懇話会(H23年度) 

新庁舎建設基本計画 

(H25年度) 

※H28年度改定 

市議会特別委員会(H23年度) 

市議会特別委員会(H24年度) 

市議会特別委員会(H25年度) 

市民会議(H25年度) 

建替え方針の決定(※2) 

(H25.1.25) 

大きな方向性(※1) 

(H23.2.15) 

 

  

基本・実施設計 

（2年程度） 

  

建設工事 

（3年程度） 

大型公共施設更新計画 

検討会議 

 

都市経営会議 

都市経営戦略会議  

庁内作業部会 

≪※１ 大きな方向性（H23.2.15）≫ 

１ 耐震化の方針 
（１）市庁舎は、｢建替え」を耐震化の方針とします。 
（２）市民会館は、「補強」を耐震化の方針とします。 
（３）公会堂は、公会堂の「市民の芸術・文化活動の場」という機能は今後も必要であり、市庁

舎の建替え計画の具体化と並行して、その機能の確保の方法について、引き続き検討しま

す。 
 
２ 市庁舎の建替えを検討するエリアについて 
  現在の市庁舎がある場所から公会堂を含む一帯 
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  ≪※２ 建替え方針の決定（H25.1.25）≫ 

１ 市庁舎について 
（１）市庁舎の規模 

延床面積を４５，０００～５０，０００㎡程度（駐車場除く）と想定します。 
また、建物は１棟とすることを基本として検討を進めます。 
延床面積については、支所等あり方の見直しなど庁舎規模に関連する検討と歩調を合わ

せ、適切な規模となるよう、基本計画策定や設計作業の中で精査を続けます。 
 
（２）市庁舎の建替え場所 

公会堂及び公会堂前公園敷地とします。 
 
（３）建設事業費 

建設規模を駐車場部分を含め５５，０００㎡とした場合の事業費は、他都市の事例などか

ら２００億円程度と想定しています。 
 
（４）建設スケジュール 

平成２５年度に基本計画を策定し、平成２６年度中に設計に着手、平成２８年度中に着工、

平成３１年度中の完成を目指します。 
 
２ 公会堂について 
（１）新たな文化施設についての考え方 

公会堂は解体し、新たな文化施設により市民の芸術文化活動の発表・鑑賞の拠点としての

機能を確保します。 
なお、規模については１，０００席程度のものを想定しています。 

 
（２）新たな文化施設の場所 

新たな文化施設については、現市庁舎跡地での整備を念頭に考えます。 
 
（３）新たな文化施設の供用時期 

現市庁舎跡地に整備するとした場合は、現在の庁舎解体後に着工し、平成３４年度中の完

成を見込んでいます。 
 
３ 公会堂前公園について 
  現市庁舎跡地での確保を行うこととします。 
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３ 施設計画の概要 

(１) 位置 長崎市魚の町４番 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 敷地条件 

＜現況＞ 

面  積  7,260㎡（※１） 

用途地域  商業地域 

防火地域  防火地域 

建ぺい率  80％ 

容 積 率  600％（※２） 
※１ 面積は、周辺道路拡幅整備後 6,600㎡程度となる予定 
※２ 容積率は、総合設計制度を活用し、利用可能容積率を700％と想定 

 

(３) 規模 

５２，５００㎡程度（内駐車場部分６，３００㎡程度） 

 

(４) 事業費 

２５８億円程度（既存庁舎解体費等関連事業費を含む）（消費税８％含む） 

 

(５) 事業手法 

設計施工分離発注方式（従来方式） 

 

(６) 事業スケジュール 

本基本計画に基づいて事業を進め、平成２８年度に事業着手した場合、平

成３４年度中の完成を目指します。 

H29年度 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 

      建設工事 基本・実施設計 

●現別館 

●市民会館 

●桜町小学校 

新庁舎建設予定地 

●現本館・議会

●桜町公園 
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４ 新庁舎の目指すべき姿と基本方針 

長崎市では、第四次総合計画において、将来の都市像である「個性輝く世界都市」

「希望あふれる人間都市」を実現するため、まちづくりの主役である市民が、企業

や行政とつながり、新たな価値や仕組みを創造していくといった「つながりと創造

で新しい長崎へ」という基本姿勢を定め、また、将来の都市像へ近づくための「ま

ちづくりの方針」を示しています。 

新庁舎の目指すべき姿は、この「つながりと創造で新しい長崎へ」という基本姿

勢や、「まちづくりの方針」の実現につながっていくものでなければなりません。 

また、市庁舎は、市民の財産であり、さらに身近に感じられ、「ながさき」のシン

ボルとして末永く市民に愛される必要があります。 

そのため、新庁舎建設にあたり、新庁舎の目指すべき姿とそれを実現するための

基本方針について次のように考えています。 

 

(１) 市民に親しまれ、つながりの拠点となる庁舎 

少子化等による人口減少や高齢化、市民の価値観の多様化などにより、多様な

地域課題が顕在化しています。 

しかしながら、国・地方を通じた厳しい財政状況が続くなか、このような地域

課題に対して、従来のように行政がすべてに主体的に対応することは困難です。 

そのため、行政と多様な主体がお互いの強みを活かした役割分担のもとで、一

層の協働を進めていく必要があります。新庁舎は、そのつながりの主要な拠点の

一つとして、市民が身近に感じ、親しまれる庁舎を目指す必要があります。 

また、行政サービスに対する市民ニーズも高度化、多様化しており、市民へ迅

速で質の高い、必要な情報を的確に届けるなど、市民とのコミュニケーションの

形成が重要となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本方針 

○ 市民が身近に感じ、親しまれる庁舎を目指します。 

○ 市民との協働や交流を進める庁舎を目指します。 
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(２) まちの活性化に貢献する庁舎 

 長崎市では、歴史的な文化や伝統を色濃く残し、様々な都市機能が集積してい

るまちなか軸（※）を中心とした「まちなか」の魅力の強化による交流人口の拡大

や地域の活性化に取り組んでいます。 

新たに建設される市庁舎は、まちなか軸に近く、多くの人が集まる市庁舎は、

人の流れを生み、まちの広がりにつながることが期待されます。 

 そのため、新庁舎は、まちづくりをリードし、都市機能の一部を担うことによ

り、「まちなか」の活性化に寄与する庁舎を目指す必要があります。 

 

 

 

 

 

※ 長崎市では、新大工から浜町を経て、大浦に至るルートを「まちなか軸」と

設定し、軸を中心とした５つのエリアにおいて、それぞれの個性や魅力の顕在

化などを進めています。 

 

(３) 人と環境にやさしい庁舎 

市庁舎は、年齢や性別、国籍を問わず、多様な人々が訪れる場所です。 

そのため、新庁舎は、障害者や高齢者、子どもなど誰もが安心して使いやすい

ユニバーサルデザインを考慮した庁舎を目指す必要があります。 

 また、地球温暖化問題は、人類共通の最も重要な環境問題の一つであり、市役

所が、市民、事業者の先頭に立ち、温室効果ガスの排出削減に向けた行動を率先

して実行する必要があります。 

 そのため、新庁舎は、新エネルギーの導入促進と更なる省エネルギーの推進の

シンボルとなる庁舎を目指す必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本方針 

○ 高齢者や障害者、子ども連れなど多様な人々が利用しやすいユニバーサルデ

ザインに配慮した庁舎を目指します。 

○ 「光」「風」「水」「土」「緑」を利用した環境にやさしい機能を取り入れ、環

境への負荷の低減と市民の環境への意識を高める庁舎を目指します。 

基本方針 

○ まちなかの賑わい創出に寄与し、まちのシンボルとなるような庁舎を目指し

ます。 
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(４) 市民の安全・安心な暮らしを支える庁舎 

 地震等の災害時に重要な役割を果たす市庁舎の耐震化は、喫緊の課題となって

います。 

また、各地で発生している大規模災害では、適切な避難ができずに被災してい

る事例もあるため、大規模な災害時に一時的に避難できる場所としての役割も求

められるものと考えています。 

そのため、新庁舎では、災害時の対策本部機能を備えた施設として、市民の安

全・安心の拠り所となるような役割を十分果たせる庁舎を目指す必要があります。 

 

 

 

 

 

 

(５) 市民へ円滑なサービスを提供し、効率的な事務が行える機能的な庁舎 

「行きたい場所がどこにあるのか分かりにくい」「一つの場所だけでは用事が済

まず、他の庁舎に行かなければならない」といった現在の庁舎の課題へ対応する

ため、市民目線に立った職員のスキルアップに引き続き取り組むとともに、新庁

舎では、使いやすい窓口機能の実現や、より機能的で事務効率に配慮した庁舎を

目指す必要があります。 

 

 

 

 

 

 

(６) 経済的で柔軟性のある庁舎 

地方分権の一層の拡大や、官と民の役割の変化など地方自治体を取り巻く環境

の変化は今後も続いていくものと思われます。 

そのため、業務や組織の変化に応じ、限られたスペースの使い方を容易に変更

することができるような柔軟性を持つ庁舎を目指す必要があります。 

また、長崎市の財政状況は、義務的経費の割合が高く、依然として厳しい状況

にあることから、庁舎の目指すべき姿の実現に取り組むとともに、財政に配慮し

た経済的な庁舎の建設や維持管理、運用を目指す必要があります。 

 

 

 

 
 
  

基本方針 

○ 災害時に、市民を守り支援することができる災害に強い庁舎を目指します。 

基本方針 

○ 市民サービスの向上を図り、事務効率に配慮した機能的な庁舎を目指します。 

基本方針 

○ コスト縮減に取り組むとともに、時代の変化に対応できる庁舎を目指します。 
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５ 新庁舎の整備方針について 

新庁舎の６つの目指すべき姿それぞれについて、それを実現するために必要な具

体的な機能、建物内での配置、議会機能など考慮すべき整備方針を次のとおり整理

しました。 

(１) 市民に親しまれ、つながりの拠点となる庁舎 

○ 市民が身近に感じ、親しまれる庁舎を目指します。 

○ 市民と行政の協働や交流を進める庁舎を目指します。 

ア 市民が訪れたくなるような庁舎 

① 来庁者が心地よく過ごすことができる空間 

② 市民によるイベントや展示など多目的利用が可能な空間 

＜具体的な取組み・機能＞ 

○ ゆとりのあるエントランスホール 

○ レストラン 

○ カフェ 

[エントランスホール（多目的スペース）の利用・整備のイメージ] 

・ 来庁者の待合、休憩の場 

・ 市民の活動、発表の場（発表会、展示、会議など） 

・ パブリックビューイングの開催 

・ 市長表敬等での寄贈品の展示 

・ 季節に合わせた地元特産品の展示・販売 

・ 災害時の一時避難場所 

・ 災害復旧時の総合窓口としての利用を検討 

 

[レストランの利用・整備のイメージ] 

・ 市民も利用しやすいような配置 

 

[カフェの利用・整備のイメージ] 

・ 待ち時間に気軽に利用できるよう事務手続き待合室の近くに配置 

・ 授産製品販売所と併設 

 

[配置の考え方] 

・ 情報コーナーや庁舎前広場との一体的な利用を想定した空間づくり 

・ 土日、夜間利用を想定した配置を検討（低層階への配置など） 
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イ 市民と行政の協働、市民と市民のネットワークを広げる庁舎 

① 会議室の市民利用 

② 市民との協働を高める執務環境 

③ 市民によるイベントや展示など多目的利用が可能な空間（再掲） 

＜具体的な取組み・機能＞ 

○ 市民も利用できる会議室 

○ 執務室に近接した打ち合わせコーナー 

○ 開放的で見通しの良い執務空間 

○ ゆとりのあるエントランスホール 

[会議室・打合せコーナーの利用・整備のイメージ] 

・ 用途や規模に応じて柔軟に空間を変えられるようなつくり 

・ 通路等の共用スペースを活用した打合せテーブルの設置 

・ 夜間や土日の利用を想定したセキュリティの確保（執務空間との分離） 

 

[配置の考え方] 

・ 土日、夜間利用を想定した配置を検討（低層階への配置など） 

 

 

 

 

 

 

 

 

[執務空間の利用・整備のイメージ] 

・ 市民が相談に訪れやすいカウンター方式の執務室 

・ 市民等との協議、相談スペースの確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

[エントランスホール（多目的スペース）の利用・整備のイメージ] 

・ 市民の活動、発表の場（発表会、展示、会議など）（再掲） 

 

  

事例）通路等の共用スペースを活用

した打合せテーブルの設置 

事例）カウンター方式の執務室 
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Nagasaki New City Hall Master Plan 

ウ 情報発信・受信できる庁舎 

① 市の情報をまとめて見ることができる場所 

② 市の魅力を発信する場所 

③ 市民活動や地域情報を共有できる場所 

＜具体的な取組み・機能＞ 

○ 情報コーナー 

[利用・整備のイメージ] 

・ 行政情報の発信（市政資料、各課の事業、イベント情報、環境情報、 

防災情報など） 

・ 自治会活動紹介コーナー 

・ 市民活動団体の情報コーナー 

 

[配置の考え方] 

・ 事務手続き待合室やエントランスホールに近い場所へ設置 
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Nagasaki New City Hall Master Plan 

(２) まちの活性化に貢献する庁舎 

○ まちなかの賑わい創出に寄与し、まちのシンボルとなるような庁舎を目指し

ます。 

 

ア まちなかとつながりを深める庁舎 

① 多目的に利用できる広場 

＜具体的な取組み・機能＞ 

○ 庁舎前広場 

[利用・整備のイメージ] 

・ 各種イベントの開催 

・ まちなかの憩いのスペース 

・ 災害時の一時避難場所 

 

[配置の考え方] 

・ 広場と屋内との一体的な利用に配慮した空間づくり 

 

② まちなかとつながる歩きやすい環境の整備 

＜具体的な取組み・機能＞ 

○ 歩道の整備 

 

③ 公共交通の利便性の確保 

＜具体的な取組み・機能＞ 

○ 公共交通路線の再編 

○ バス停、電停の改善やタクシーベイの整備  
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イ 市民が誇れるまちのシンボルとなるような庁舎 

① 景観形成への寄与 

＜具体的な取組み・機能＞ 

○ 周辺の景観形成につながるデザイン 

○ 土地の歴史性を踏まえたデザイン 

   [利用・整備のイメージ] 

・ まちなみに配慮したデザイン 

・ 新庁舎建設予定地における歴史的な背景を継承したデザイン 

 

○ 機能性に配慮したデザイン 

   [利用・整備のイメージ] 

・ 市役所としての機能を発揮するためのデザイン（利便性を考慮した配置計 

・ 画、平面計画） 

・ 華美でなくコンパクトなデザイン 

・ 維持管理のしやすいデザイン 
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Nagasaki New City Hall Master Plan 

(３) 人と環境にやさしい庁舎 

○ 高齢者や障害者、子ども連れなど多様な人々が利用しやすいユニバーサルデ

ザインに配慮した庁舎を目指します。 

○ 「光」「風」「水」「土」「緑」を利用した環境にやさしい機能を取り入れ、環

境への負荷の低減と市民の環境への意識を高める庁舎を目指します。 

 

ア 誰もが使いやすい庁舎 

① 誰もが安全で使いやすい空間・設備 

＜具体的な取組み・機能＞ 

○ 多様な人々の利用に配慮した移動手段の整備 

[利用・整備のイメージ] 

・ 段差がなく車いす使用者や障害者が通りやすい、ゆとりある通路 

・ 使いやすい昇降機 

・ ベビーカー、車いすの設置 

 

○ 多様な人々の利用に配慮した駐車場の整備 

[利用・整備のイメージ] 

・ エレベーター近くなど利便性に配慮した障害者用駐車スペースの確保 

 

○ 多様な人々の利用に配慮した気持ちよく使えるトイレ空間の確保 

[利用・整備のイメージ] 

・ 介護用ベッド、おむつ替え、フック・棚、オストメイト対応など必要な設 

・備の整備（主に低層階） 

・ ゆとりあるスペースの確保 

 

○ キッズコーナー、授乳室の設置 

[利用・整備のイメージ] 

・ 子どもに関する手続き、相談窓口近くへの配置 

 

○ 空間に応じた適切な材料の使用 

[利用・整備のイメージ] 

・ 雨の日も滑りにくい床材 

・  あたたかみのある木材 
 

○ 手続きや相談に応じた快適な窓口カウンターの設置 

[利用・整備のイメージ] 

・ 窓口の用途に応じたハイカウンターとローカウンターの使い分け 

・ 窓口カウンターへの筆談ボードの配置など、多様な人々に対するコミュニ 

・ケーションへの配慮 
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○ 快適な待合スペースの設置 

[利用・整備のイメージ] 

・ モニターで映像が流れるなど快適な空間の演出 

 

○ プライバシーへの配慮 

[利用・整備のイメージ] 

・ 個人情報やプライバシー保護のための仕切りや個別相談室の設置 

 

○ 来庁者用休養室の設置 

[利用・整備のイメージ] 

・ 来庁者の体調がすぐれないときに一時的に休養できる室の設置 

 

② 分かりやすい案内・誘導 

＜具体的な取組み・機能＞ 

○ 総合案内の設置、フロアマネージャーの配置 

[利用・整備のイメージ] 

・ 総合案内の設置 

・ 目的の窓口や所属などの案内、来庁者のサポートなどを行うフロアマネー 

・ジャーの配置 

 

○ 分かりやすい案内表示と誘導設備 

[利用・整備のイメージ] 

・ 障害者に配慮した電光表示や音声誘導装置 

・ 外国語表記の充実 
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イ 環境負荷の低減に配慮した庁舎 

① 水資源の有効活用 

＜具体的な取組み・機能＞ 

○ 雨水の活用 

[利用・整備のイメージ] 

・ トイレ洗浄水などへの中水の利用 

・ 透水性舗装材による地盤面への雨水の浸透 

 

○ 節水機器の採用 

[利用・整備のイメージ] 

・ 節水型衛生器具等の採用 

 

② 長期間使用可能な建物 

＜具体的な取組み・機能＞ 

○ 維持管理のしやすいつくり 

[利用・整備のイメージ] 

・ メンテナンスがしやすい材料・機器などの使用 

・ 設備機器のメンテナンスを考慮した建築計画 

・ 将来の配管、ダクト、配線類の増設を考慮した建築計画 

 

○ 長期間使用を可能にする構造・材料の選定 

[利用・整備のイメージ] 

・ 内壁、設備等が再構築しやすい構造 

・ 耐久性、耐震性、耐火性、保守性に優れた材料及び機器の採用 

 

○ レイアウト等の変更に柔軟に対応できる施設計画 

[利用・整備のイメージ] 

・ 可動間仕切り等による、将来の変化に対する柔軟性の確保 

・ 情報ネットワークや電源の配線などの変更や管理が行いやすいつくり（フ 

・リーアクセスフロアなど）の検討 

 

○ 資源の有効利用 

[利用・整備のイメージ] 

・ 再生材の活用 

・ 利用可能な既存什器類等の活用 
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Nagasaki New City Hall Master Plan 

③ 省エネルギーの推進 

＜具体的な取組み・機能＞ 

○ 建物及び建物周辺の緑化 

[利用・整備のイメージ] 

・ 屋上緑化などの検討 

・ 周辺環境に配慮した敷地の緑化 

 

○ 断熱性の向上 

[利用・整備のイメージ] 

・ 庇、バルコニーなどの検討 

・ 断熱効果のあるサッシ、ガラス、ルーバーなどの検討 

 

○ 建築計画への配慮 

[利用・整備のイメージ] 

・ 日射の影響を考慮した平面計画の検討 

 

○ 電力負荷の低減 

[利用・整備のイメージ] 

・ トイレ等、自動的に照明が点灯・消灯する人感センサーの設置 

・ 照明、変圧器、ポンプ、ファン、モーター等、高効率機器の採用 

・ 長寿命で効率性の高いLED照明等の採用 

・ 部分空調も可能な設備計画の検討 

 

○ 自然光の活用 

[利用・整備のイメージ] 

・ 諸室に応じた自然採光の活用 

 

○ 自然エネルギーの活用 

[利用・整備のイメージ] 

・ 太陽光発電設備の設置 

・ 太陽光発電表示盤の設置（効果のみえる化） 

・ 吹抜、階段室等を利用した自然通風の活用の検討 

 

○ 効率的なエネルギー利用 

[利用・整備のイメージ] 

・ 照明器設備、空調設備等の効率的な制御による電気使用量の抑制 

・ 適切な空調ゾーニング、換気フローなど施設内の空調系統の適正区分によ 

・る効率的運用 
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○ その他 

[利用・整備のイメージ] 

・ 公用車等のための電気自動車用充電器の設置の検討 

・ 建築環境総合評価システム（CASBEE）（※１）のSランク相当の計画を目指す。 

 

※１ 建築環境総合性能評価システム（CASBEE）：国土交通省住宅局の支援のもと産官

学共同プロジェクトとして開発され、建築物の環境性能で評価し格付けする手法

です。省エネルギーや環境負荷の少ない資機材の使用といった環境配慮はもとよ

り、室内の快適性などを含めた建物の品質を総合的に評価するシステムです。 

総合評価は「Sランク（素晴らしい）」、「Aランク（大変良い）」、「B+ランク（良

い）」、「B－ランク（やや劣る）」、「Cランク（劣る）」の５段階の格付けとされます。 

 

 

④ 公共交通機関の利用促進 

＜具体的な取組み・機能＞ 

○ 公共交通路線の再編（再掲） 

○ バス停・電停の改善やタクシーベイの整備（再掲） 
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(４) 市民の安全・安心な暮らしを支える庁舎 

○ 災害時に、市民を守り支援することができる災害に強い庁舎を目指します。 

ア 耐震安全性と防災拠点としての機能を備えた庁舎 

① 災害時に迅速に対応できる防災・災害復興拠点機能 

＜具体的な取組み・機能＞ 

○ 耐震性の確保 

・国土交通省編「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」中の災害応急対策活動に

必要な施設として、構造体の目標：Ⅰ類（※１）、建築非構造部材の目標：Ａ類（※２）

による整備を行います。 

・免震構造の採用を基本に検討します。 

※１ 構造体の目標：Ⅰ類とは、大地震動後、構造体(骨組み)の補修を行うことなく建築

物を使用できることを目標とし、人命の安全確保に加えて十分な機能の確保を図るも

のです。（大地震動とは、震度６強～７程度の地震を想定） 

※２ 建築非構造部材の目標：Ａ類とは、大地震動後の人命の安全確保及び二次災害の防

止を図ると共に、大きな補修をすることなく、相当期間継続できる必要な設備機能の

確保を図るものです。(建築非構造部材とは、外壁及びその仕上げ、間仕切壁、天井及

び床材、屋根材などを示します。) 

 

（参考） 

耐震性確保のための方法の概略と一般的な考え方 
 耐震構造 制震構造 免震構造 

イメージ 

   

概要 

・建物の構造を地震による揺
れに耐えるつくり。 

・一般的に採用され、中小地
震に対して「構造体の強
さ」、大地震に対して「構
造体の粘り」で抵抗する考
え方。 

・免震構造以外の方法で、建
物の地震による揺れを制
御するつくり。 

・基礎より上部の建物に、制
振装置を設置し、地震によ
る揺れを小さくするよう
に工夫する考え方。 

・建物と基礎を切り離して、
建物に入る地震による揺
れを低減するつくり。 

・基礎と建物の間に、免震装
置を設置し、建物に伝わる
地震による揺れを低減す
るように工夫する考え方。 
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○ 災害対策本部機能 

[利用・整備のイメージ] 

・ 災害対策本部室 

・ 災害対策本部会議室（災害対策本部室と隣接配置） 

・ 防災行政無線室 

 

○ 万一の浸水に備えた対応 

[利用・整備のイメージ] 

・ 機械室の配置等の検討 

・ 地下への浸水の対策の検討 

 

○ コンピューターシステム・データの確実な保全 

[利用・整備のイメージ] 

・ 保全を考慮した構造・設備計画 

・ バックアップ・データの保全 

 

○ ライフラインの確保 

[利用・整備のイメージ] 

・ 国土交通省編「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」中の災害応急対策 

・活動に必要な施設として、建築設備の目標：甲類（※１）を目指します。 

※１：建築設備の目標：甲類とは、大地震動後の人命の安全確保及び二次災害の防

止を図ると共に、大きな補修をすることなく、相当期間継続できる必要な設

備機能の確保を図るものです。 

・ 自家発電設備の設置（３日分以上の容量の確保） 

・ 給水が復旧するまでに必要な水量の確保と、緊急遮断対応等による貯水槽 

・内の水量流失防止などの検討 

 

○ 帰宅困難者等、一時的な避難場所としての機能確保 

[利用・整備のイメージ] 

・ エントランスホール・会議室等といった空間を、災害時の一時避難場所と 

・して使用 

・ 新庁舎前広場の避難場所としての利用 

・ マンホールトイレの検討 

・ 防災用資機材等の備蓄 

非常食、飲料水、排便袋、生理用品、成人用オムツ、乳幼児用オムツ、 

間仕切、毛布、など 
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○ 災害時の避難経路の確保 

[利用・整備のイメージ] 

・ 建物内外の避難経路の確保 

 

○ 災害に備えた体制づくり 

[利用・整備のイメージ] 

・ 危機管理体制の強化 

・ 国、県との情報共有体制の強化 

 

○ 防災・災害情報の発信 

[利用・整備のイメージ] 

・ 市民等への迅速的確な情報発信（防災行政無線アンテナの設置など） 

・ 情報コーナーでの防災情報の発信 
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(５) 市民へ円滑なサービスを提供し、効率的な事務が行える機能的な庁舎 

○ 市民サービスの向上を図り、訪れやすく、事務効率に配慮した機能的な庁舎

を目指します。 

ア 円滑なサービスを行う庁舎 

① ワンストップサービスの提供 

＜具体的な取組み・機能＞ 

○ 総合窓口の設置 

[利用・整備のイメージ] 

・ ライフイベント（※１）に伴う届出に付随して必要となる手続きや、証明書 

・の交付、保険・年金の手続きができる総合窓口を低層階に設置 

      ※１ ライフイベント：転入・転出・転居・出生・死亡・婚姻・離婚 

 

○ 相談窓口の設置 

[利用・整備のイメージ] 

・ 福祉（高齢者、障害者、児童）、税に関する相談窓口を低層階に配置 

 

○ 窓口の開設時間 

[利用・整備のイメージ] 

・ 平日の対応時間の延長、土、日、祝日の対応について検討 

 

 

② 手続きの負担軽減 

＜具体的な取組み・機能＞ 

○ 手続きの簡略化 

[利用・整備のイメージ] 

・ ライフイベントに応じて、必要な手続きを提示し、来庁者の書く手間と職 

・員の入力業務を軽減する「総合窓口支援システム」の導入について検討 
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③手続き待ちの方への配慮 

＜具体的な取組み・機能＞ 

○ 受付番号や待ち時間等の表示 

[利用・整備のイメージ] 

・ モニターで受付番号や順番待ちの状況を来庁者に対して分かりやすく表示 

 

○ 快適な待合スペースの設置（再掲） 

[利用・整備のイメージ] 

・ モニターで映像が流れるなど来庁者に対する快適な空間の演出 
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イ 職員にとって使いやすく機能的で効率的な事務が行える庁舎 

① 効率的な執務空間 

＜具体的な取組み・機能＞ 
○ 相互に関連性が強い所属の近接した配置 
○ 日常的に必要な打合せスペースの各執務空間内への確保 
○ 室内の書類等の収納スペース、書庫、倉庫の適切な容量の確保 

[利用・整備のイメージ] 
・ 日常的に使用する書類、長期保管書類など特性に応じた利用しやすい保管 

・スペースを利用しやすい場所へ配置 

 
○ 所属等の特性に応じたセキュリティの確保 

[利用・整備のイメージ] 
・ セキュリティレベルに配慮した執務室の配置 

 

 

② 働きやすい環境 

＜具体的な取組み・機能＞ 

○ 福利厚生施設の設置 
[利用・整備のイメージ] 
・ 休養室、休憩室、リフレッシュコーナー、更衣室の設置 

・ 食堂、売店、銀行（ＡＴＭ）など利便施設の設置 
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市民課を中心とした窓口部門の業務連関図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

密接な関係があり近接することが望ましい 

関係があり動線に配慮することが望ましい 

市民生活部 
市民課 

上下水道局 
料金サービス課 

所属名 所属名 同色の所属が同じフロアに配置す

ることが望ましい 
所属名 

こども部 
こども健康課 

福祉部 
障害福祉課 

福祉部 
介護保険課 

教育委員会 
健康教育課 

市民健康部 
後期高齢者医療室 

理財部 
市民税課 

こども部 
幼児課 

福祉部 
高齢者すこやか支援課 

原爆被爆対策部 
援護課 

教育委員会 
総務課 

理財部 
資産税課 

こども部 
こどもみらい課 

教育委員会 
施設課 

こども部 
子育て支援課 

教育委員会 
学校教育課 

市民健康部 
国民健康保険課 

理財部 
収納課 

特別滞納整理室 

教育委員会 
生涯学習課 

福祉部 
生活福祉 1・2課 

原爆被爆対策部 
調査課 

所属名 
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(６) 経済的で柔軟性のある庁舎 

○ コスト縮減に取り組むとともに、時代の変化に対応できる庁舎を目指します。 

 

ア 経済性が高い庁舎 

① 経済的でコンパクトな庁舎 

＜具体的な取組み・機能＞ 

○ 機器の共用化やスペースの多目的利用による効率的な空間利用とコストの縮減 

[利用・整備のイメージ] 
・ シンプルな施設計画や一般的な資材の採用による建設コスト低減の検討 

・ 作業室等を特定の用途に限定するのではなく、多目的に使うことで全体の 

床面積を縮減 

・ コピー機等事務機器の共有化によるスペース効率の向上 

・ 所属が管理するシステムサーバーの集中配置等による省スペース化 

 

○ メンテナンスの容易性の確保とランニングコストの縮減 

[利用・整備のイメージ] 
・ メンテナンスの容易性、ランニングコストに配慮した機器の選定や配置、材

料等の選定 

 

○ 収益性にも配慮した運用の検討 

 

イ 行政サービスの多様化に対応できる庁舎 

① 将来の変化への柔軟な対応ができる庁舎 

＜具体的な取組み・機能＞ 

○ 組織の改変などに伴うレイアウトの変更に対応しやすい執務室 

[利用・整備のイメージ] 
・ 間仕切の少ないオープンな空間 

（ただしセキュリティやプライバシーに配慮が必要な部分については、壁に

より区画） 
・ 情報ネットワークや電源の配線などの変更や管理が行いやすいつくり（フ 

リーアクセスフロアなど）の検討 
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(７) 開かれた議会、親しまれる議会機能を備えた庁舎 

① 議会の独立性を保ちつつ、市民にわかりやすい動線の確保 

② 現庁舎の諸設備については、維持したうえで、新たな機能を確保 

③ 議会フロア及び議会フロア以外の庁舎内に、議会情報を掲示できるスペースの確

保（議員登庁表示、本会議、委員会の開催状況等） 

④ 高度情報化時代に対応可能な各種設備の整備 

⑤ 議会フロアへの入室者等について、議会事務局職員が出入りを確実に把握できる

ようセキュリティを考慮した配置 

 

＜具体的な取組み・機能＞ 

○議場 

[利用・整備のイメージ] 

・ レイアウトについては、他都市の状況も勘案のうえ検討（馬蹄形、対面式

等） 

・ 情報通信設備の充実 

 

○傍聴席 

[利用・整備のイメージ] 

・ 現状並みの席数（120席）を確保し、一人あたり占有面積を拡充 

・ 車いす対応席の確保 

・ 市民が傍聴しやすいような配置の検討 

 
○待合ロビー・ラウンジ 

[利用・整備のイメージ] 

・ 傍聴者の待ち合わせスペースの確保 

・ 議会情報の閲覧や市民との談話が可能なロビーの確保 

・ 議会情報発信のための環境整備（待合ロビーにおけるモニターテレビの 

設置） 

 

○委員会室 

[利用・整備のイメージ] 

・ １室あたりの面積拡充 

・ 大人数での開催に対応するため、２室以上を連結し、一体的利用が可能な

構造の検討 

・ 情報通信設備の充実 
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○議員控室 

[利用・整備のイメージ] 

・ 会派数の増減に対応可能な構造及び防音対策の検討 

・ セキュリティ確保のための方策を検討 

 

○応接室、会議室 

[利用・整備のイメージ] 

・ 来客、市民相談等に対応可能な応接室の確保 

・ 各種会議に対応可能な会議室の確保 

（来客用会議室、委員会開催時の理事者控室、他都市行政視察対応等） 

 

○その他諸室 

[利用・整備のイメージ] 

・ 図書室の設置 

・ 会議録等保管のための議会専用書庫の確保 
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６ 庁舎内の空間構成について 

(１) 機能の階層構成 

ア 全庁的な企画・管理機能 

○ 空間配置の基本的な考え：主に中高層部など全体の調整、危機管理機能等を円滑

に行えるような場所に配置します。 

○ 主な業務：全市的な計画等の策定、事業実施の決定及び基準等の作成 

 

例）・ 総務・人事・企画・財政等の管理部門、事業部門の企画部門 

 

イ 市民に身近な行政サービス機能 

○ 空間配置の基本的な考え：主に建物の低層部など市民の利便性が高い場所に配置

します。 

○ 主な業務：各種証明交付、届出・申請といった窓口業務をはじめ、市民が来庁す

る必要のある業務、職員が現場へ出向く必要のある業務、施設の維持管理、地域支

援業務等を行う業務執行部門 

 

  例）・ ライフイベントに関する手続きの総合窓口 

    ・ 福祉、保健、税等に関する相談・訪問指導等 

    ・ 地域のまちづくり支援 等 

 

ウ 市民交流・情報発信機能 

○ 空間配置の基本的な考え：市民が気軽に、多目的に利用できる空間や、様々な情

報を受発信できる空間を、主に建物の低層部など市民の利便性が高い場所に配置し

ます。 

 

 例）・ エントランスホール（多目的スペース） 

   ・ 情報コーナー 

   ・ 会議室の市民利用 

   ・ レストラン 等 

 

エ 議会機能 

○ 空間配置の基本的な考え：中高層部に配置します。  
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(２) 空間構成 

○ 市庁舎の空間構成については、新庁舎の目指すべき姿と基本方針を踏まえ、

それがより効果的に実現できるよう今後の設計の中で検討していきます。 

 

  イメージ 
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７ 庁舎規模について 

(１) 新庁舎に配置する所属及び職員数 

ア 新庁舎に配置する所属 

新庁舎は、一棟を基本とし、次の所属を配置することを想定しています。 

配置所属については、引き続き検討を行い精査します。 

部局名 課 名 備考 

市

長

部

局 

 秘書課  

 広報広聴課  

 防災危機管理室  

企画財政部 都市経営室（長崎創生推進室、大型事業推進室、地域コミュ
ニティ推進室を含む）、財政課、世界遺産推進室、市民協働
推進室 

 

総務部 総務課、人事課、行政体制整備室、統計課、情報システム課  

理財部 財産活用課、資産経営室、契約検査課（検査指導室を含む）、

収納課、特別滞納整理室、資産税課、市民税課 

 

市民生活部 自治振興課、安全安心課、市民課、人権男女共同参画室、ス

ポーツ振興課 

 

原爆被爆対策部 調査課、援護課  

福祉部 福祉総務課、高齢者すこやか支援課、障害福祉課、生活福祉

1課、生活福祉2課、介護保険課、臨時福祉給付金室、地域

包括ケアシステム推進室 

 

市民健康部 地域保健課、地域医療室、健康づくり課、生活衛生課、国民

健康保険課、後期高齢者医療室 

 

こども部 子育て支援課、こども健康課、幼児課、こどもみらい課  

環境部 環境政策課、廃棄物対策課、環境整備課  

商工部 産業雇用政策課、商業振興課（ふるさと納税推進室を含む）  

文化観光部 観光政策課（交流拡大推進室を含む）、観光推進課、国際課、

文化振興課、文化財課 

出島復元整備室

は、新庁舎外へ

の配置を想定 

水産農林部 水産農林政策課、水産振興課、農業振興課、農林整備課  

土木部 土木総務課、土木企画課、道路建設課、土木維持課、用地課  

まちづくり部 都市計画課、みどりの課、長崎駅周辺整備室、まちづくり推

進室、まちなか事業推進室、住宅課、建築課、設備課、建築

指導課 

 

 出納室  

上下水道

局 

業務部 総務課、経理課、料金サービス課  

事業部 事業管理課、水道建設課、給水課、浄水課、下水道建設課、

下水道施設課 

 

議会事務局 総務課、議事調査課  

教育委員

会事務局 

教育総務部 総務課、施設課、生涯学習課  

学校教育部 学校教育課、健康教育課 教育研究所は、

新庁舎外への配

置を想定 

選挙管理委員会事務局   

監査事務局   

農業委員会事務局   

注） 新庁舎へ配置する部署名については、現状（平成２８年１１月１日現在）での組織を

もとに記載しています。 
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イ 新庁舎の配置職員数の見込み 

平成２８年４月１日時点における、特別職及び本館、別館等周辺庁舎に配置され

ている正規職員の人数（約１，７５０人）のうち、行政サテライト機能の再編成に

関する検討により、６０人程度を本館等から（仮称）総合事務所などへ配置する見

込みであることから、約１，６９０人が新庁舎に配置されることを想定しています。 

これに、再任用職員、嘱託員、臨時職員の人数を加え、総数で約２，１６０人が

新庁舎へ配置されることを想定しています。 

 

    ＜特別職及び正規職員の配置について＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※）本館・別館のほか商工会館、市民会館、桜町第２別館、金屋町別館、交通会館等

の周辺庁舎 

  

全職員数 

約3,040人 

本館・別館等庁舎(※) 

配置職員数 

約1,750人 

上記以外庁舎 

配置職員数 

約1,290人 

新庁舎配置 

職員数 

約1,690人 

新庁舎外配置 

職員数 

約1,350人 

行政サテライト機能の再編成 

約60人 
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＜新庁舎の配置職員数（見込み）＞ 

種  別 配置職員数 

特別職、正規職員 約１，７５０人 

行政サテライト機能の再編成による減（見込み）  ▲６０人程度 

小  計 約１，６９０人 

再任用職員、嘱託員 約   ２９０人 

臨時職員 約   １８０人 

合  計 

（新庁舎の配置職員数） 
約２，１６０人 

 

 

(２) 議員数 

現在の議員数である４０人を想定しています。 

 
(３) 駐車場 

新庁舎に確保できる駐車台数には限りがあるため、来庁者用駐車場としての利用を中

心に運用を行います。 

また、来庁者用駐車場には、エレベーターの近くなど利便性の高い場所に障害者用駐

車スペースを確保します。 

公用車用駐車スペースについては、新庁舎内での十分な確保が困難なため、不足分に

ついては周辺の公共駐車場等で対応を行います。 

 

    ●駐車場整備台数  １８０台程度（６，３００㎡程度） 

  



 

34 
 

Nagasaki New City Hall Master Plan 

 

(４) 庁舎面積 

ア 現庁舎の状況 

   中核市における本庁舎（分散棟含む）の職員一人あたりの面積は下表のとおりです。 

   長崎市庁舎の職員1人当たりの面積は、中核市の中では下位に位置しています。 

 

[中核市における本庁舎（分散棟含む）一人当たりの庁舎面積の状況 平成２４年２月調査] 

※回答があった中核市のみ掲載 

 

 

 

  

 

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

豊
橋
市

岡
崎
市

富
山
市

鹿
児
島
市

西
宮
市

久
留
米
市

函
館
市

高
槻
市

前
橋
市

横
須
賀
市

福
山
市

盛
岡
市

和
歌
山
市

郡
山
市

大
津
市

青
森
市

秋
田
市

倉
敷
市

高
松
市

尼
崎
市

船
橋
市

松
山
市

大
分
市

長
野
市

下
関
市

柏
市

高
知
市

岐
阜
市

長
崎
市

1
人
当
た
り
庁
舎
面
積
（
㎡
）

中核市

中核市の本庁舎における全職員1人当たりの庁舎面積（29市）

中核市平均（本市を除く 28市） 
21.61㎡ 

長崎市 
13.71㎡ 
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イ 庁舎面積の算定 

新庁舎の面積については、以下の規模を想定しています。 

機  能 内    容 
新 庁 舎
面 積
（㎡） 

現  在
面 積
（㎡） 

増  減
（㎡） 

増 減 率
（％） 

基
本
機
能 

執務室 職員が執務する空間 16,000 13,447 2,553 19.0 

作業室等 作業スペース（相談室等） 2,900 2,351 549 23.4 

会議室等 大・中・小会議室等 1,600 943 657 69.7 

倉庫・書庫 書類等を保管する場所 2,300 1,978 322 16.3 

議会 議場、会派控室など 2,200 1,632 568 34.8 

その他諸室 
利便施設（銀行、売店等、食堂）、職
員利用施設（更衣室、休養室等）等 

1,400 1,109 291 26.2 

基本機能 小計 ① 26,400 21,460 4,940 23.0 

付
加
機
能 

市民利用施
設等 

多目的スペース（エントランスホール
の拡大）、情報コーナー等 

1,000 481 519 107.9 

付加機能 小計 ② 1,000 481 519 107.9 

共
有
部
分 

共有部分 
エントランスホール、待合スペース、
通路、トイレなど 

18,800 8,850 9,950 112.4 

共有部分 小計 ③ 18,800 8,850 9,950 112.4 

合 計（小計①＋②＋③） 46,200 30,791 15,409 50.0 

職員一人あたり面積 21.39㎡    
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（参考１） 総務省地方債同意等基準運用要綱に基づく面積算定基準（平成22年度で廃止）に

よる算定 

平成22年度まで、庁舎の建設の起債対象規模については、本基準に基づき査定されてお

り、他都市の庁舎規模の検討においても多く用いられています。 

（算定条件） 

・長崎市新庁舎に勤務する役職別職員数に基づき、事務室、倉庫、会議室等を算定して

います。議事堂は、議員数を基に算出しています。 

室名 
面積基準
（㎡） 

算出根拠 

職種 
人数 
（人） 

換算率 
単位面積
（㎡/人） 

所要面積
（㎡） 

①事務所 15,653 
特 別 職 ～ 一 般 職
員・再任用職員・臨
時職員等 

2,160 × 
20.0 
～1.0 

× 4.5  ＝ 15,653 

②附属室 17,155              

 倉庫 2,035 ①事務室面積 15,653 ㎡ × 13%   ＝ 2,035 

 
会議室、便所、
その他諸室 

15,120 全職員数 2,160  ×    7.0  ＝ 15,120 

③玄関、広間、
廊下、階段等の
通行部分 

13,123 ①②の合計面積 32,808 ㎡ × 40%  
 
＝ 13,123 

④議事堂 1,400  議員定数 40  ×    35.0  ＝ 1,400  

合計 47,331 ㎡ 
           

職員一人あたり
の床面積 

21.91 ㎡ 
         

 

 

（参考２）他自治体における庁舎建設事例の職員一人当たりの床面積による算定 

近年建設された、長崎市と類似する他自治体庁舎の事例における職員一人あたり面積を

基に、規模を推計しました。 

都市名 
新庁舎の配
置職員数 

庁舎規模 
1人当たりの 
庁舎面積 

長崎市の新庁舎配置想定 
職員数を乗じた場合の面積 

町田市(H24) 1,314人 37,060㎡ 28.20㎡ 60,912㎡ 

甲府市(H24) 820人 22,239㎡ 27.12㎡ 58,579㎡ 

那覇市(H24) 1,500人 31,070㎡ 20.71㎡ 44,734㎡ 

呉市(H27) 1,000人 25,000㎡ 25.00㎡ 54,000㎡ 

平均   25.26㎡ 54,562㎡ 
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ウ 庁舎規模のまとめ 

項目 
新庁舎の面積 

<想定> 

（参考１） 

総務省地方債基準 

（参考２） 

他自治体事例 

延床面積（駐車場部

分を除く） 
46,200㎡ 47,331㎡ 54,562㎡ 

職員一人あたり面積 21.39㎡ 21.91㎡ 25.26㎡ 

 

敷地条件の容積率６００％に総合設計制度を利用し、利用可能容積率を７００％と

想定しており、その場合の建設可能な庁舎面積（駐車場部分を除く）は約４６，２０

０㎡となり、これに駐車場面積６，３００㎡を加え、全体で５２，５００㎡程度の規

模を想定し、設計を行うこととします。 

今後、新庁舎の検討を進めるに当たっては、基本設計の段階において、新庁舎に移

行する職員数をさらに精査するとともに、施設レイアウトを検討する中で、コスト縮

減の観点から最適な施設計画となるよう努めていきます。 
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８ 新庁舎敷地について 

(１) 敷地概要 

ア 位置 

 長崎市魚の町４番 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 敷地条件 

＜現況＞ 

面  積  7,260㎡（※１） 

用途地域  商業地域 

防火地域  防火地域 

建ぺい率  80％ 

容 積 率  600％（※２） 
※１ 面積は、周辺道路拡幅整備後 6,600㎡程度となる予定 
※２ 容積率は、総合設計制度を活用し、利用可能容積率を700％と想定 

 

 

  

●現別館 

●市民会館 

●桜町小学校 

新庁舎建設予定地 

●現本館・議会

●桜町公園 



 

39 
 

Nagasaki New City Hall Master Plan 

(２) 防災面での安全性について 

新庁舎建設予定地は、過去の災害でも影響を受けておらず、水害に対しても安

全な場所です。 

 

【中島川洪水情報マップ（平成20年3月作成）】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【長崎県地域防災計画見直し検討委員会における浸水区域シミュレーション】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典:「海溝型地震津波想定に関する報告」長崎県地域防災計画見直し検討委員会H24.3.6 

予想浸水区域 

（着色部） 

新庁舎建設予定地 

新庁舎建設予定地 
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(３) 交通の利便性確保及び周辺道路の整備について 

新庁舎へ至る車両・歩行者動線の確保及び公共交通機関の円滑な運行による利便性の

向上に向け、下記の道路整備等の検討を進めます。 

 

道路名 検討項目 

① 市道 諏訪町桜町１号線・桜町３号線沿い  ・道路拡幅、車道及び歩道の整備 

② 市道 興善町桜町１号線沿い ・車道及び歩道の整備 

③ 市道 大黒町麹屋町線沿い ・バス停等の整備 

・車道及び歩道の整備 

④ 市道 出来大工町江戸町線沿い ・バス停等の整備 

・車道及び歩道の整備 

 

 

 

注：道路拡幅や車道及び歩道の整備、バス停の整備、バス路線の変更等の詳細については、

今後の交通解析等の結果を踏まえ、関係者と協議しながら決定していきます。 
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９ 事業費及び財源について 

(１) 事業費 

新庁舎の建設に要する費用については、概ね２５８億円と想定しています。（消費税

８％含む） 

種別 金額 備考 

庁舎建設費 ２４５億円 設計費、建設費等 

既存庁舎解体費 ７億円 本館・別館・議会棟解体費 

その他 ６億円 
移転費、公園整備費、周辺道路整

備費等 

合計 ２５８億円  

 

 

(２) 財源 

基金積立金のほか、国庫支出金及び地方債（市民公募債を含む）などの有利な財源の

活用を想定しています。 

種別 金額 備考 

基金積立金（目標額） １６０億円 H27年度末で約150億円 

国庫支出金及び地方債（市民公募

債を含む）ほか 
９８億円  

合計 ２５８億円  

 

 

１０ 事業手法について 

(１) 公共施設整備における代表的な事業手法 

公共施設整備の事業手法としては、従来から主に行われている設計、施工、維持管理、

運営をそれぞれ分離し発注する手法（設計施工分離発注方式）と、ＰＦＩ方式に代表さ

れる、民間の資金やノウハウを活用した事業手法（ＰＰＰ方式）が考えられます。 

一般にＰＰＰ方式は、事業に関する民間事業者の権限や裁量の範囲をより拡大すると

ともに、設計、建設から維持管理、運営までを同一の民間事業者に委ね、民間事業者の

創意工夫の余地を広げることで、建設から運営に渡る全体のコスト低減を図ろうとする

ものです。 

また、従来方式については、発注者である行政が、設計、施工等の各段階で、それぞ

れ民間事業者に直接発注するものであるため、行政の関与の度合いがより高くなります。 
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(２) 新庁舎建設における事業手法 

次のような理由から、新庁舎建設に関する事業手法は、設計施工分離発注方式（従来

方式）とします。 

○市庁舎は一般的な事務所ビルの要素が多く、維持管理・運営段階において、基本的な

メンテナンスが主となるため、設計、建設段階と併せ、民間事業者の創意工夫が期待

される範囲が広くないこと。 

○防災拠点である市庁舎の耐震性確保は喫緊の課題であり、着実に事業を進めることが

求められること。 

○市民に親しまれ、市民が誇れるような庁舎を目指し、設計段階以降についても、適宜、

市民の参画を求めながら事業を進めていくためには、行政の関与の度合いをより高く

保つ必要があること。 

 

 

１１ 今後の市民参加について 

平成２５年度に設置した「長崎市新庁舎建設基本計画検討市民会議」から、「設計

時に本市民会議で出された意見等がどのように反映されているのか、またデザイン

などその時にしか提示できないものもあることから、行政において、設計や施工な

ど各段階で市民からの意見を聴く場を設けてほしい」との要望があがっています。 

そのため、引き続き、今後の市民参加についての検討を行っていきます。 

 

 

１２ 事業スケジュール 

本基本計画に基づいて事業を進め、平成２８年度に事業着手した場合、平成３４

年度中の完成を目指します。 

H29年度 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 

      

 

 

 
 
 
  

建設工事 基本・実施設計 
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（別紙）市庁舎建替えの必要性について 

・現在の市庁舎は、昭和３４年（１９５９年）に本館、議会棟が完成し、築５０年以上が経

過していますが、その間、建物の老朽化が進むとともに、業務のＩＴ化や、より高度なバ

リアフリーへの対応、など建設当時は想定できなかった変化もあり、建物の機能面での課

題が指摘されるようになりました。 
 
・そのため、将来の市庁舎の整備に備え、平成３年度より市庁舎建設整備基金を設置し準備

を進めるとともに、平成７年には市議会に特別委員会が設置されるなど検討に取り組んで

きました。 
 
・また、近年は予想し得ない地域で大地震が発生し、大地震は「いつ」「どこで」発生しても

おかしくない状況にあるとの認識が広がっていますが、平成２１年度に現在の市庁舎につ

いて地震に対する建物の強度を調べた結果、Ｉｓ値（※）が０．１５～１．１８と大規模な

地震に耐える充分な強度がないことが判明しました。 
 
・市民サービスの拠点施設及び災害発生時の防災拠点施設である市庁舎に防災上の欠陥があ

ることは、喫緊の課題であり、安全・安心な市民生活の確保のため一日も早い施設更新を

行う必要があります。 
 
・地震に対する強度を高める方策として、建物を補強する方法もありますが、その為には、

１００億円を超える費用が見込まれること、老朽化した施設では多額の補修費用を投じて

も、長期間の利用は見込めないこと。併せて、現状でも手狭な庁舎に多くの補強用の壁、

柱が追加されることで更に使いにくく不便な建物になるなど根本的な課題解決につながり

ません。 
 
・これらのことから、耐震性の不足や庁舎の狭隘さ、窓口の分散などの市庁舎が持つ課題を

解決するためには、建替えによる対応が最良の方策と考え、平成２３年２月に耐震化方針

として公表いたしました。 
 

※Ｉｓ値とは 
 構造耐震指標。建物の耐震性能を表す指標（耐震指標）です。一般的に震度６強の地震に

対する建物の危険性を示すもので、Ｉｓ値が０．６未満であれば、地震により建物が倒壊す

る危険性が増します。 
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市庁舎の課題（耐震性能の不足）

• 建物の地震に対する強さの指標⇒Is値

• 本館（１）Is値： ０．３０～０．５０
• 本館（２）Is値： ０．２５～０．９６ （増築部分）
• 別館Is値 ： ０．１５～０．５０

• 議会Is値 ： ０．３８～１．１８

Is＜０．３ 地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊する危険性が高い。

０．３≦Is＜０．６ 〃 危険性がある。

０．６≦Is 〃 危険性が低い。

０．９≦Is
（Ⅰ類）

大地震後、構造体の補修をすることなく建築物を使用できることを目
標とし、人命の安全確保に加えて十分な機能確保が図られている。

（対象施設） 災害応急対策活動に必要な建築物のうち、特に重要な
建築物⇒市庁舎

目標値（0.9）を大き
く下回っています

 

市庁舎の課題（耐震性能の不足）

本館３Fの補強検討図

補強が必用な
部分

 
 補修により壁、柱等が追加されるため、各部屋の室が分断が進み、使いにくい庁舎となり
ます。 


